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告   示 

◎新潟県告示第615号 

行政書士法（昭和26年法律第４号）第４条の４第２項の規定に基づき、次のとおり指定試検機関の主たる事務

所の所在地及び試験事務を取り扱う事務所の所在地を変更する旨の届出があったので、同条第３項の規定により

告示する。 

平成24年４月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 指定試検機関の名称 財団法人行政書士試験研究センター 

２ 変更後の主たる事務所の所在地及び試験事務を取り扱う事務所の所在地 東京都千代田区一番町25番地 

３ 変更年月日 平成24年４月23日 
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◎新潟県告示第616号 

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第59条第１項の規定により、指定自立支援医療機関（精神通院医療）

を次のとおり指定した。 

平成24年４月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
指定年月日 

かおる心療内科 三条市新光町１番29号 精神通院医療 平成24年３月１日 

 

◎新潟県告示第617号 

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第60条第１項の規定により、指定自立支援医療機関（精神通院医療）

の指定を次のとおり更新した。 

平成24年４月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
更新年月日 

山下メンタルクリニック 小千谷市平沢１－５－26 精神通院医療 平成24年４月１日 

グリーン薬局加賀 上越市大豆２－９－17 精神通院医療 平成24年４月１日 

グリーン薬局北城 上越市北城町１－６－３ 精神通院医療 平成24年４月１日 

グリーン薬局 上越市柿崎区柿崎5698－５ 精神通院医療 平成24年４月１日 

ひかり薬局 
上越市板倉区針940－１アラン

パルク１F B号室 
精神通院医療 平成24年４月１日 

サカエ薬局 上越市幸町14－10 精神通院医療 平成24年４月１日 

薬局かさや 上越市大町４丁目２－12 精神通院医療 平成24年４月１日 

リリオ薬局 新発田市住吉町４－20－23 精神通院医療 平成24年４月１日 

エム・ケイ薬局ひらさわ店 小千谷市平沢１－５－27 精神通院医療 平成24年４月１日 

のぞみ薬局 糸魚川市大字能生7172－３ 精神通院医療 平成24年４月１日 

 

 

 

◎新潟県告示第618号 

障害者自立支援法施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第63条の規定により、指定自立支援医療機関（精

神通院医療）から次のとおり廃止した旨の届出があった。 
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平成24年４月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
廃止年月日 

医療法人 みるら神経内科

・心療内科 
三条市新光町１番29号 精神通院医療 平成24年３月１日 

 

◎新潟県告示第619号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、新発田市の川東土地改良区の定款の変更を平

成24年４月16日認可した。 

平成24年４月24日 

新潟県新発田地域振興局長 

 

 

◎新潟県告示第620号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、新潟市の亀田郷土地改良区の定款の変更を平

成24年４月16日認可した。 

平成24年４月24日 

新潟県新潟地域振興局長 

 

◎新潟県告示第621号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、南魚沼市の南魚沼土地改良区の定款の変更を

平成24年４月16日認可した。 

平成24年４月24日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

 

◎新潟県告示第622号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、上越市の関川水系土地改良区の定款の変更を

平成24年４月16日認可した。 

平成24年４月24日 

新潟県上越地域振興局長 

 

◎新潟県告示第623号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、妙高市の大江口土地改良区の定款の変更を平

成24年４月16日認可した。 

平成24年４月24日 

新潟県上越地域振興局長 

 

◎新潟県告示第624号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、佐渡市の長江川水系土地改良区の定款の変更

を平成24年４月16日認可した。 

平成24年４月24日 

新潟県佐渡地域振興局長 

 

◎新潟県告示第625号 

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量

を終了した旨の通知があった。 

平成24年４月24日 

新潟県知事 泉 田  裕 彦 
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１ 作業種類 基本測量（電子国土基本図（地図情報）修正測量） 

２ 作業期間 平成23年５月９日から平成24年３月31日まで 

３ 作業地域 新潟県内全域 

 

◎新潟県告示第626号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する第20条第２項の規定により、都市計画の図

書の写しを次のとおり縦覧に供する。 

平成24年４月24日 

新 潟 県 

代表者 新潟県知事 泉田 裕彦 

 

１ 変更に係る都市計画の種類 

 阿賀野都市計画用途地域（阿賀野市決定） 

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

◎新潟県告示第627号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

平成24年４月24日 

新潟県上越地域振興局長 

１ 指定道路の種類 

 第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

 平成24年４月５日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 
幅員（メ

ートル） 

延長（メ

ートル） 

糸魚川市南押上３丁目307番１、

308番８、306番１の内、307番１

先道路、319番５先水路 

320番の内、320番先水路、306番

１の内、307番１先道路 

4.00 

 

 

転 回 広

場 

41.84 

 

 

60.27 平

方メート

ル 

 

 

◎新潟県告示第628号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

平成24年４月24日 

新潟県佐渡地域振興局長 

１ 指定道路の種類 

 第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

 平成24年３月29日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 
幅員（メ

ートル） 

延長（メ

ートル） 

佐渡市千種字木戸沢1042番の内 5.00 44.68 

 

 

公   告 



第32号 新  潟  県  報 平成24年４月24日(火) 

5 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県が調達する新潟県税務総合オンライン

システム帳票印字関連業務委託について、次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）の適用を受ける

ものである。 

平成24年４月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 調達案件の名称 

  新潟県税務総合オンラインシステム帳票印字関連業務委託 

２ 入札説明書及び調達仕様書を交付する期間及び場所並びに本入札に関する問い合わせ等 

(1) 交付期間  

   平成24年４月24日（火）から平成24年５月15日（火）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県

条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前８時30分から午後５時15分まで 

(2) 交付場所  

   新潟県総務管理部税務課県税集中管理室電算管理係（新潟県新潟市中央区新光町４番地１） 

(3) 質問書の提出  

   入札説明書に定めるところによる。 

３ 本入札に係る参加資格の確認 

  本入札に参加することを希望する者は、以下に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、

新潟県知事の確認を受けなければならない。 

  この場合において、以下に定めるところに従わなかった者及び下記４に定める資格がないと認められた者は、

本入札に参加することができない。 

なお、本入札に係る参加資格の確認結果については、申請者に対し、それぞれ書面により平成24年５月30日

（水）までに書面で通知する。 

(1) 提出期限 

      平成24年５月23日（水）午後５時15分まで 

(2) 提出場所 

   上記２(2) に定める場所に同じ。 

  (3) 提出方法 

   本人（法人にあっては代表権限を有する者。以下同じ｡)若しくはその代理人の持参又は郵送とする。ただ

し、郵送による場合は、配達証明付きの書留郵便（封筒の表に、「新潟県税務総合オンラインシステム帳票印

字関連業務委託競争入札参加資格確認申請書在中」の朱書きをしたものに限る｡)とし、上記(1)に定める提出

期限までに、到達するように郵送すること。 

(4) 提出書類 

   入札説明書に定めるところによる。 

４ 本入札に参加する者に必要な資格 

   本入札に参加できる者は、一の個人若しくは法人であって、それぞれ以下に掲げる要件のすべてを満たして

いる者でなければならない。 

(1) 地方自治法施行令第167条の４のいずれの規定にも該当しない者であること。 

(2) 以下のいずれにも該当しない者であること。 

  ア 平成24年４月24日現在において民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項の規定による再生手続

開始の申立てをしている者又は同条第２項の規定に基づく再生手続開始の申立てをされている者 

  イ  平成24年４月24日現在において会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項の規定による更生手続

開始の申立てをしている者又は同条第２項の規定に基づく更生手続開始の申立てをされている者 

(3) 本入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。  

(4) 上記３に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本入札に係る参加資格を有する

ことについて、新潟県知事から確認を受けている者であること。 

(5) 新潟県の県税の納税義務を有する者にあっては、当該県税の未納がない者であること。 

(6) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

５ 本入札執行の日時及び場所 
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(1) 日時  

   平成24年６月６日（水）午前10時 

(2) 場所  

   新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

   新潟県庁入札室 

６ 本入札の手続き等 

(1) 入札の方法 

   以下のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が本入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合

は、委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、上記２(2)に定める場所を宛先とした配達証明付きの書留郵便（封

筒を二重とし、外封筒に「新潟県税務総合オンラインシステム帳票印字関連業務委託入札書在中」の朱書

きをし、中封筒に上記１に定める調達案件の名称及び上記５(1)に定める入札執行日時を記載したものに限

る｡)をもって上記５(1)に定める入札執行日前日の午後５時15分までに到着するように郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

   本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ 落札者決定に当たっては、契約希望本体金額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、自己の見積もった契約希望金額（上記１に掲げる委託業務期間の委託料に係るも

のをいう。以下同じ｡)に105分の100を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額｡)以下同じ｡)に100分の５ に相当する額を加算した金額をもって落札価格とする

ので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望

本体金額を入札書に記載すること。 

７ 落札者の決定 

  本入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低価格をもって有効な入札を行った者

を落札者とする。その他入札説明書による。 

８ 無効入札   

  以下に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 上記３に定める競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提出した者及び上記４に定める

本入札に参加する者に必要な資格のないものがした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 

９ 入札保証金 

  財務規則第41条の規定に基づき、自己の見積もった契約希望金額の100分の５に相当する金額以上の金額とす

る。ただし、財務規則第43条第１号に該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

10 契約保証金 

  財務規則第41条の規定に基づき、実際の契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、財

務規則第44条第１号に該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

11 契約書及び契約条項 

  「新潟県税務総合オンラインシステム帳票印字関連業務委託契約書（案）」のとおりとする。 

  なお、契約内容については落札業者決定後に内容を踏まえて協議の上、変更する場合がある。 

12  その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 



第32号 新  潟  県  報 平成24年４月24日(火) 

7 

(2) 誓約書の提出 

   契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

(3) その他 

ア 契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（名義に関する記載部分を除く｡)及び日本国通貨と

する。 

イ 本入札に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、解除することがある。 

ウ 本入札及び契約の内容に関しては、財務規則その他新潟県知事の定める規則、日本国の関係法令の定め

るところによる。 

13 Summary 

(1) Nature and quantity of the services to be required: 

      Outsourcing the Printing of Niigata Prefectural Integrated Computer Tax System Forms 

(2) Time and Place of bidding: 

      10：00a.m June 6,2012 

      Niigata Prefectural administration Building Bidding Room 

      ４－１ Shinko-cho,chuo-ku,Niigata City,Niigata,Japan 

(3) For more information contact: 

      Prefectural Tax Administration Integration office 

      Tax Administration Division 

      Department of General Affairs and Management Niigata Prefectural Government 

      ４－１ shinko-cho,chuo-ku,Niigata City,Niigata 

      950－8570,Japan 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規定による変更の届出の概要を次のとおり公表

する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

平成24年４月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 SUPER CENTER PLANT-５ 刈羽店 

所在地 刈羽郡刈羽村大字刈羽字大谷地3889番地外 

設置者 大栄管理株式会社 

２ 変更しようとする事項 

(1) 駐輪場の位置 

（変更前）届出書に添付された図面のとおり 

（変更後）届出書に添付された図面のとおり 

(2) 荷さばき施設の位置 

（変更前）届出書に添付された図面のとおり 

（変更後）届出書に添付された図面のとおり 

(3) 廃棄物等保管施設の位置 

（変更前）届出書に添付された図面のとおり 

（変更後）届出書に添付された図面のとおり 

３ 変更年月日 

平成24年12月11日（ただし、軽微な変更として認められた場合はその日以降） 

４ 変更の理由 

自転車による来店客の利便性を高めるとともに、荷さばき施設及び廃棄物等保管施設の位置の変更により作

業効率を高めて来客者へのサービス向上を図るため。 

５ 届出年月日 

平成24年４月10日 
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６ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業振興課 

（なお、刈羽村産業政策課でも閲覧ができます｡) 

７ 縦覧期間 

平成24年４月24日から平成24年８月24日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

商業振興課 商業振興係 

電   話 025－280－5237 

Ｅメ ー ル  ngt050020@pref.niigata.lg.jp 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成24年４月24日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 SUPER CENTER PLANT-５ 見附店 

所在地 見附市上新田町字大面江東157番１外 

設置者 株式会社PLANT 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定による変更（駐車場の自動車の出入口の数及び位置の変

更）に関する届出 

公告日 平成23年12月13日 

３ 意見の概要 

(1) 見附市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業振興課 

７ 縦覧期間 

平成24年４月24日から平成24年５月24日まで 

 

公聴会の開催について（公告） 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第16条第１項の規定により、柏崎都市計画の変更素案について、次のとお

り公聴会を開催する。 

平成24年４月24日 

新 潟 県 

代表者 新潟県知事 泉田 裕彦 

１ 公聴会の日時 

  平成24年５月31日（木）午後７時から 

２ 公聴会の開催場所 

  柏崎市役所会議棟101会議室 

 柏崎市中央町５－50 

３ 事案の概要 

  柏崎都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針は、柏崎都市計画区域の、都市計画の目標、主要な

都市計画の決定方針等、長期的な視点に立った都市の将来像を明確にするとともに、その実現に向けての大き

な道筋を明らかにするもの。 

４ 素案の縦覧 

  新潟県柏崎地域振興局地域整備部計画調整課及び柏崎市都市整備部都市政策課において、５月11日（金）ま

で縦覧に供する。 
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５ 公聴会に出席して意見を述べることができる者 

 柏崎市の住民 

６ 公述申出の方法 

  変更素案について意見のある者は、公述申出期限までに、意見の要旨及びその理由並びに氏名、住所及び電

話番号を記載した知事及び柏崎市長連名宛ての書面を、公述申出先へ提出することにより行う。 

７ 公述申出期限 

 平成24年５月11日（金）（必着のこと｡) 

８ 公述申出先及び問合せ先 

(1) 柏崎市三和町５－55（〒945－8558） 

  新潟県柏崎地域振興局地域整備部計画調整課 

  電話 0257－21－6321 

(2) 新潟県柏崎市中央町５－50（〒945－8511） 

  柏崎市都市整備部都市政策課 

  電話 0257－21－2298 

９ 公述人の決定 

 公述人を決定したときは、当該公述人にその旨を通知する。 

10 費用負担 

 公述人の陳述に要する費用は、すべて公述人の負担とする。 

11 公聴会の傍聴 

  公聴会の傍聴を希望する者は、公聴会の開催予定時刻までに、係員の指示に従って公聴会の会場に入室する

こと。 

  なお、会場への入室は、午後６時30分から先着順で行い、公聴会の開催予定時刻前であっても、定員の40名

になり次第終了する。 

12 公聴会の中止 

  公述の申出がない場合は、公聴会を開催しない。公聴会の傍聴を希望する者は、開催の有無について、あら

かじめ問合せ先へ確認すること。 

13 その他 

  関連する柏崎市決定の柏崎都市計画公園及び柏崎都市計画緑地の変更素案についても縦覧を行い、公聴会に

出席して意見を述べることができる。 

 

病院局告示 
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◎新潟県病院局告示第３号 

新潟県の設置する病院の診療科目の指定（昭和46年７月新潟県病院局告示第６号）の一部を次のように改正し、

平成24年４月１日から実施した。 

平成24年４月24日 

新潟県病院事業管理者  江 口  孝 雄 

次の表の改正後の欄中項目の表示に下線が引かれた部分を加える。 

改正後 改正前 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院名 診療科目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院名 診療科目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

新潟県立十日町病院 内科、神経内科、小児科、

外科、整形外科、脳神経外

科、泌尿器科、産婦人科、

眼科、耳鼻いんこう科、リ

ハビリテーション科、放射

線科、麻酔科 

新潟県立十日町病院 

 

 

内科、神経内科、小児科、

外科、整形外科、脳神経外

科、泌尿器科、産婦人科、

眼科、耳鼻いんこう科、放

射線科、麻酔科 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

  

  

 

教育委員会公告 

新潟県公立学校教員採用選考検査の実施について（公告） 

平成25年度新潟県公立学校教員採用選考検査を次のとおり実施する。 

平成24年４月24日 

新潟県教育委員会 教育長 高井 盛雄 
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一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県立図書館清掃業務委託について、次の

とおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達はWTOに基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）の適用を受けるもので

ある。 

平成24年４月24日 

新潟県立図書館長  石 附 敏 弥 

１ 入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

   新潟県立図書館清掃業務 一式 

(2) 案件の仕様書等 

   入札説明書及び仕様書による。 

  (3) 委託期間 

   平成24年７月１日から平成27年６月30日まで 

(4) 履行場所 

   新潟県立図書館 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

 次の条件をすべて満たす者であること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(4) 新潟県庁舎等管理業務入札参加資格者名簿の営業種目「建築物清掃業務」又は「建築物環境衛生総合管理

業務」に登録されている者であること。 

(5) 国（公団含む)､県又は地方公共団体の施設で清掃業務を平成14年４月１日以降、24か月以上継続して行っ

た実績を有することを証明した者であること。 

(6) 新潟県の県税の納付義務を有する者にあっては、当該県税の未納がないものであること。 

(7) 本入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(8) 下記４に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本入札に係る参加資格を有する

ことについて新潟県立図書館長から確認を受けている者であること。 

３ 入札説明書の交付等 

(1) 入札説明書の交付場所及び問い合わせ先 

郵便番号 950－8602 

新潟県新潟市中央区女池南３丁目１番２号 

新潟県立図書館 管理課 管理係 

電話番号 025－284－6607 

Ｅメール ngt502010@pref.niigata.lg.jp 

(2) 入札説明書等の交付期間 

平成24年４月24日（火）から平成24年５月８日（火）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県

条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前９時から午後５時まで 

(3) 質問書の提出 

  入札説明書に定めるところによる。 

４ 本入札に係る参加資格の確認 

本入札に参加することを希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、

確認を受けなければならない。 

この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び２に定める資格がないと認められた者は、入札

に参加することができない。 

なお、本入札に係る参加資格の確認結果については申請者に対し、それぞれ書面により平成24年５月18日（金）

までに通知する。  

(1) 提出期限 

  平成24年５月11日(金)午後５時まで 

mailto:ngt502010@pref.niigata.lg.jp
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(2) 提出場所 

郵便番号 950－8602 

新潟県新潟市中央区女池南３丁目１番２号 

新潟県立図書館 管理課 管理係 

(3) 提出方法 

  本人（法人にあっては代表権限を有する者。以下同じ｡)若しくはその代理人の持参又は郵送とする。ただ

し、郵送による場合は、配達証明付きの書留郵便（封筒の表に、「新潟県立図書館清掃業務委託に係る競争入

札参加資格確認申請書在中」の朱書きをしたものに限る｡)とし、上記(1)に定める提出期限までに、到達する

ように郵送すること。 

(4) 提出書類 

  入札説明書に定めるところによる。 

５ 本入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 

  平成24年６月４日(月)  午前10時 

(2) 場所 

  新潟県新潟市中央区女池南３丁目１番２号 

  新潟県立図書館 大研修室 

６ 入札の手続き等 

(1) 入札方法 

    次のいずれかの方法によること。 

  ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、    

委任状を持参すること。 

  イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、３の(1)に掲げる問い合わせ先をあて先とした配達証明付きの書

留郵便（封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」と朱書きをし、中封筒に１(1)の委託案件の名称及び５

(1)に定める入札執行日時を記載したものに限る｡)を５の(1)に定める日の前日の午後５時までに到着する

ように郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

   本人（代理人が入札書を入札執行時に持参する場合は、代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載方法 

  ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

  イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、自己の希望す

る落札価格の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

７ 落札者の決定方法 

  本入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内のうち最低価格をもって有効な入札を行った者を落札

者とする。その他入札説明書による。 

８ 無効入札 

  以下に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 上記４に定める競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提出した者及び上記２に定める

本入札に参加する資格のない者がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 

９ 入札保証金 

  免除する。 

10 契約保証金 

  財務規則第 41 条の規定に基づき、実際の契約金額（消費税を含む金額）を 36（契約の月数）で除して得た

金額に 12 を乗じて得た金額の 100 分の 10に相当する金額以上とする（１円未満の端数があるときは切り捨て

る｡)｡ただし、財務規則第 44 条第１号に該当する場合は、免除する。 
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  なお、複数の方法による保証は認めない。 

11 契約書及び契約条項 

  「新潟県立図書館清掃業務委託契約書（案）」のとおりとする。 

  なお、契約内容については落札者決定後に内容を踏まえて協議の上、変更する場合がある。 

12 その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

  ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

  イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

  ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(2) 誓約書の提出 

   契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないとき      

は、契約を締結しない場合がある｡) 

   なお、新潟県庁舎等管理業務入札参加資格申請時に誓約書を提出している者は提出不要とする。 

(3) その他 

  ア 契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨と

する。  

  イ 本入札に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、解除することがある。 

  ウ 本入札及び契約の内容に関しては、財務規則その他新潟県知事の定める規則、日本国の関係法令の定め

るところによる。 

  エ 平成25年度以降平成27年度までの間、新潟県立図書館の清掃業務に係る予算が新潟県議会において議決

されなかった場合、本入札の手続きについて停止の措置を行うことがある。 

13  Summary 

(1) Nature and quantity of the services required: 

Cleaning services for Niigata Prefectural Library 

(2) Deadline of application for qualification to participate in the bid: 

5：00 p.m. May 11, 2012 

(3) Time and place of bidding: 

10：00 a.m. June 4, 2012 

Niigata Prefectural Library 

(4) Contact for more information: 

Administration Office 

Niigata Prefectural Library 

3－１－２ Meikeminami, Chuo-ku, Niigata-shi, Niigata-ken, 950－8602, Japan 

TEL 025－284－6607 

E-mail ngt502010@pref.niigata.lg.jp 
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